
- 1 -

支援費制度関係Ｑ＆Ａ集

支援費制度に関し、都道府県等

から寄せられた質問とそれらに対

する現時点での考え方をまとめた

ものです。

平成１４年８月

厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部

企画課支援費制度施行準備室



- 2 -

目 次

１ 市町村事務に関すること（問１～４４）

（１）援護の実施者について ……………………… １

（２）情報提供について …………………………… ４

（３）支援費の支給申請について ………………… ５

（４）支給期間について …………………………… ７

（５）支給量について ………………………………… ８

（６）受給者証について …………………………… ９

（７）サービス提供に係る利用者確認について……… １１

（８）支援費の請求期日及び支払期日について……… １２

（９）やむを得ない事由による措置について………… １２

（ ）施行前準備行為について …………………… １４10
（ ）システム標準化について …………………… １４11
（ ）その他 ………………………………………… １５12

２ 支給決定に関すること（問４５～４８）………… １６

３ 事業者・施設指定基準に関すること（問４９～７５）

（１）居宅介護について …………………………… １７

（２）デイサービスについて ……………………… １８

（３）短期入所について …………………………… １９

（４）知的障害者地域生活援助について ………… ２０

（５）施設について ………………………………… ２１

（６）指定事務等について ………………………… ２３



- 3 -

１ 市町村事務に関すること

（１）援護の実施者について

（問１）両親と離れて一人暮らし（会社の寮等）をしている２０歳以上の知的

障害者が施設訓練等支援や居宅生活支援を利用する場合には、当該障害

者の両親が居住するＡ市ではなく、本人が居住していたＢ町が援護の実

施者となるのか。

また、本人の施設入所後に両親が居住地を移動しても、援護の実施者

はＢ町のままなのか。

本人が居住していたＢ町が、援護の実施者となる。

また、本人の施設入所後に両親が居住地を移動しても、引き続き、Ｂ町が援

護の実施者となる。

（ ） 、問２ 福祉ホームの利用者がデイサービス等の居宅生活支援を利用した場合

福祉ホーム所在地の市町村が援護の実施者となるのか、それとも福祉ホ

ーム入所前に居住していた市町村（出身世帯の所在地）が援護の実施者

となるのか。

福祉ホーム入居前に居住していた市町村（出身世帯の所在地）が、援護の実

施者となる。

（問３）居住地を有する知的障害者について、福祉事務所の有無に関わらず、

その居住地の市町村が援護の実施者になるのか。

また、居所不明の知的障害者について、援護施設から知的障害者グル

ープホームへ入居する場合の援護の実施者は、施設入所中に有していた

居住地の市町村か、当該グループホームの所在地の市町村か、それとも

それ以外の市町村なのか。

福祉事務所の有無に関わらず、その者の居住地の市町村が、援護の実施者と

なる。

また、援護施設から知的障害者グループホームへ入居する場合は、施設入所

中に有していた居住地の市町村が、援護の実施者となる。
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（問４）平成１４年４月「支援費制度関係Ｑ＆Ａ集」問１０でいう援護の実施

者は、支援費以外の日常生活用具の給付に係る援護についても該当する

のか。

、 。この場合において 特別障害者等手当の事務についてはどうなるのか

知的障害者に対する市町村による援護は、知的障害者の居住地の市町村が行

うこととされていることから、グループホームの利用者が通所型の施設支援を

利用する場合、グループホームについて支給決定を行った市町村、つまりグル

ープホーム入居前に利用者が居住していた市町村が、援護の実施者となるとし

ている（平成１４年４月「支援費制度関係Ｑ＆Ａ集」問１０ 。）

したがって、グループホームの利用者に対する日常生活用具の給付について

は、グループホームについて支給決定を行った市町村、つまりグループホーム

入居前に利用者が居住していた市町村が、援護の実施者となる。

、 、 、なお 特別障害者等手当の事務については 支援費制度に移行した場合でも

従来通りの扱いとなる。

（問５）グループホーム入居後は、住民票をグループホーム所在地の市町村に

、 、移すとともに 療育手帳の住所も当該市町村に変更すると考えるところ

居宅生活支援費に係る支給決定のみ、グループホームについて支給決定

を行った市町村が行い、その他の援護については、療育手帳の住所地で

あるグループホームの所在地の市町村で行うのか。

療育手帳の住所地に関わらず、グループホームについて支給決定を行った市

町村が、居宅生活支援費に係る支給決定を行うとともに、その他の援護につい

ても行うこととなる。

（問６）平成１５年４月１日より、身体障害者療護施設の援護の実施者は、入

所前に住んでいた市町村とされ、出身世帯が転出しても援護の実施者は

変わらないとされているところ、Ａ市が措置決定をし、その後出身世帯

がＢ市に転出した場合、現行制度ではＢ市が援護の実施者になっている

が、支援費制度に移行したときは、Ａ市が援護の実施者になると考えて

よいのか。
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支援費制度移行前の既措置入所者については、支援費制度移行時の被措置者

本人への処遇の継続性及び市町村の事務負担を考慮し、支援費制度移行直前の

援護の実施者であるＢ市が、引き続き、援護の実施者となる（平成１３年１０

月Ｑ＆Ａ Ｐ４問３ 。）

（問７）施設（身体障害者療護施設を除く）入所時点では出身世帯があり、出

身世帯の所在地により都道府県が措置を行った者で、その後、出身世帯

が消滅し、他にも帰来引受先がない状態で現在も都道府県が措置を行っ

ているケースについて、平成１５年４月１日からの援護の実施者は、現

に入所している施設所在地の市町村になるのか、それとも出身世帯が消

滅する前に出身世帯が所在した市町村になるのか。

、 。出身世帯が消滅する前に出身世帯が所在した市町村が 援護の実施者となる

（問８）施設入所後における両親死亡等による出身世帯の消滅の場合、援護の

実施者はどこになるのか。

① 同じ管内（援護を実施した市町村内）に居住地を有する兄弟姉妹、

親族等が引き取る意思のある場合

② 管外（援護を実施していない市町村）に居住地を有する兄弟姉妹、

親族等が引き取る意思のある場合

③ 身寄りがない、兄弟姉妹、親族等が引き取る意思のない場合

施設入所後における出身世帯の消滅の場合、①②③のいずれの場合も、援護

の実施者は変更しない。

（問９）保護者である親が老人ホームに入所した場合、援護の実施者はどこに

なるのか。

援護の実施者は変更しない。
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（問１０）管外出身の通勤寮入所者で、通勤寮退所後、出身世帯に帰来せず、

引き続き、管内のグループホームで自立生活をする場合、援護の実施

者はどこになるのか。

グループホームに知的障害者援護施設等から直接入居する場合は、施設入所

中に有していた居住地の市町村が、援護の実施者となる。問の場合、通勤寮の

援護の実施者が、引き続き、援護の実施者となる。

（問１１）親元から遠く離れたアパート等に下宿して大学に通う身体障害者で

ある学生の場合、援護の実施者はどこになるのか。

親元から仕送りを受けている場合については、親元の居住地のある市町村が

援護の実施者となり、仕送りを受けず、身体障害者が自らの収入で生活をして

いる場合については、下宿地の所在する市町村が援護の実施者となる。

（問１２）平成１５年３月以前に、既に出身世帯が消滅している場合、施設入

所者の援護の実施者はどこになるのか。

、 。施設入所前に住んでいた出身世帯の消滅前の市町村が 援護の実施者となる

（問１３）出身世帯が海外に移住した場合、施設入所者の援護の実施者はどこ

になるのか。

施設入所前に住んでいた市町村が、引き続き、援護の実施者となる。

（２）情報提供について

（問１４）入所希望者のために都道府県が全ての施設の空き情報を知ることが

できる体制を整える必要があるが、この場合、中核市等が管轄する施

設に係る情報も都道府県において取りまとめ、当該中核市等に係る情

報を把握できる体制も整える必要があるのか。
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支援費制度においては、サービスの利用希望者自らがサービスを選択するこ

ととなる。

したがって、都道府県が、全ての施設から空き情報を含む当該施設に係る情

報の提供を求め、当該情報を当該都道府県内の市町村に伝えることにより、利

用希望者がサービスを選択する際に、常に施設に係る最新の情報を知ることが

できる体制を整えることが必要となる。

（３）支援費の支給申請について

（問１５）施設入所している単身の知的障害者に身寄りがない場合や親族の援

助が期待できない場合等は、施設職員の援助によって、当該知的障害

者本人が支援費の支給申請の手続きを行うことはできるのか。

また、施設に支援費の支給申請代行等の依頼を行うことはできるの

か。

施設職員の援助によって、当該知的障害者本人が支援費の支給申請の手続き

を行うことは可能である。

また、当該知的障害者本人から支援費の支給申請の代行依頼を受けた施設職

員であれば、支援費の支給申請の代行を行うことも可能である。

さらに、施設職員に対して、当該知的障害者本人の意思表示に基づく代理権

授与が行われていれば、支援費の支給申請の代理を行うことも可能である。

（問１６）居宅生活支援費の支給申請時には年齢が１８歳未満であることから

保護者が申請を行っていたが、その後、利用者の年齢が１８歳を超え

た場合、改めて利用者本人から申請を行い直す必要があるのか。また

は、誕生月に合わせて支給期間を調整し、本人からの支給申請とする

必要があるのか。

居宅生活支援において、

・ １８歳未満の者は、児童居宅支援

・ １８歳以上の者は、身体障害者居宅支援又は知的障害者居宅支援（知的障

害者グループホームについては、１５歳以上の者も含む）

の対象となる。

したがって、問の場合、利用者本人から改めて支援費の支給申請を行う必要

がある。
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（問１７）平成１４年４月「支援費制度関係Ｑ＆Ａ集」問２５において 「１、

５歳以上１８歳未満の障害児が成人施設を利用する際、当該障害児は

障害者とみなされ、支援費支給の申請についても自ら行う」こととさ

れているが、その法定代理人（親権者等）との関係はどうなるのか。

児童福祉法第６３条の４及び第６３条の５の規定による通知に係る１５歳以

上１８歳未満の障害児が成人施設を利用しようとする場合、当該障害児は、身

体障害者福祉法第４９条の２及び知的障害者福祉法附則第３項の規定により 障「

害者」とみなされることから 「障害者」が支援費支給の申請を行う場合と同、

様に、法定代理人（親権者等）の同意は必要不可欠なものではない。

（問１８）親権者がいる未成年者が支援費の支給申請を行う場合、当該親権者

の同意は必要なのか。

支援費の支給申請行為については、民法の規定がそのまま適用されるわけで

はないことから、親権者（法定代理人）の同意は必要不可欠なものではない。

（問１９）平成１３年８月「支援費制度の事務大要」において 「本人が契約、

、 、できない場合 成年後見制度の十分な活用普及が図られるまでの間は

本人が信頼する者が本人に代わって契約を行うこともやむを得ない場

合がある」とされているが、本人が信頼する者の中に、福祉事務所職

員、施設・病院職員が含まれると解してよいのか。

、 、お見込みのとおりであるが 本人が利用しようとする施設の職員については

当該本人が締結する契約の相手方であることから、本人に代わって契約を行う

ことは望ましくない。

（問２０）直接市町村ではなく、事業者経由（利用者が施設に提出して、施設

から市町村へ提出する形）で、支援費の支給申請を行うことは認めら

れるのか。

利用者本人から、支援費の支給申請に係る代行又は代理を依頼された施設職
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員が、支援費の支給申請を行うことは認められる。

（問２１）支給期間終了に際して、継続してサービスを受けるためには、改め

て支援費支給の申請手続きが必要となるが、どのくらい前より当該申

請の受付は可能なのか。

また、やむを得ない事由により手続きが遅れた場合、支給決定の効力

を支給決定前に遡らせることはできないのか。

当該申請については、現在の支給期間が終了する前でも、受け付けることが

可能であるが、どのくらい前より受付可能とするかについては、個々の市町村

の判断による。

また、やむを得ない事由により手続きが遅れた場合でも、支給決定の効力を

支給決定前に遡らせることができないことから、継続したサービス提供を必要

とする利用者に対しては、現在の支給期間終了日を考慮し、当該日と新たに支

給決定を行う日との間に、支給決定の効力が生じない空白期間が発生しないよ

う新たな支給決定を行う必要がある。

（４）支給期間について

（問２２）希望するサービスごとに、支援費の支給申請を行うこととなってい

るが、あるサービスの支給期間中に、別のサービスについて申請する

場合、２番目に申請したサービスの支給期間末は、既に利用している

サービスの支給期間末と同一にする必要はあるのか。

必要はない。

（問２３）支給期間の終了に伴う再申請の場合は、介護保険の更新認定の有効

期間と同様に、現在の支給期間の満了の日の翌日を新たな支給期間の

開始日とするのか。

やむを得ない事由により手続きが遅れた場合でも、支給決定の効力を支給決

定前に遡らせることができないことから、継続したサービス提供を必要とする

利用者に対しては、現在の支給期間終了日を考慮し、当該日と新たに支給決定

を行う日との間に、支給決定の効力が生じない空白期間が発生しないよう新た
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な支給決定を行うことが必要となる。

（５）支給量について

（問２４）職権による支給量又は障害程度区分の変更とは、どのような場合が

想定されるのか。

支給決定の際に勘案した状況が明らかに変化している場合において、市町村

は、職権による支給量又は障害程度区分の変更を行うことができる。

（問２５）介助者の病気等による入院のため、一月だけ一時的に決定支給量を

超えるサービスを受ける必要が生じた場合（介助者の退院後は、従前

の決定支給量の範囲内で充分な場合 、一月だけ、支給量変更申請に）

よる手続きを行い、介助者の退院後、再度、支給量変更申請を行わな

ければならないのか。

原則として、支給量変更申請に基づき手続きを行うこととなる。

ただし、支給決定の際に勘案した状況が明らかに変化している場合等におい

て、市町村は、職権による支給量の変更を行うことも可能である。

（問２６）決定支給量、契約支給量、実際のサービス提供量の関係について

（事例）決定支給量１００の利用者が次のとおり契約し、サービス提供を

受けた場合

Ａ事業者 Ｂ事業者 合 計

（契約支給量） ６０ ４０ １００

（サービス提供量） ５０ ５０ １００

、 、サービス提供量の合計は決定支給量の範囲内であるが Ｂ事業者は

契約支給量を１０超過するサービス提供を行った。

このように、超過した実際のサービス提供量１０については、利用

者の負担となるのか。

実際のサービス提供量が決定支給量内であるため、市町村は、 両事業者AB
に請求どおり支払うこととなる。
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（６）受給者証について

（問２７）受給者証を再交付する場合、事業者が記入すべき欄については、市

町村で転写することとなるのか、それとも再交付を受けた者の責任に

おいて事業者に再記入を求めることとなるのか。

受給者証を再交付する場合における事業者が記入すべき欄について、どのよ

うな方法により当該欄を埋めるのかは、個々の市町村の判断で決めることとな

る。

なお、どのような方法を採るにしても、記入漏れがないよう十分注意する必

要がある。

（問２８）受給者証を再発行する際に、指定事業者（指定施設）の記入欄を空

欄とするのではなく、援護の実施者が、契約内容と次の注意事項を記

載することとしてよいのか。

受給者証の再発行に当たり、○○市が報告を受けている契約

内容は、上記のとおりです。

これ以外にも、再発行前の受給者証に基づき契約していると

きは、必ずこの受給者証を指定居宅支援事業者又は基準該当居

宅支援事業者（指定○○施設）に提示し、もう一度契約内容の

確認を受けてください。

なお、この受給者証に記載されていない○○居宅生活（施設

訓練等）支援費の支給を受けられません。

受給者証を再交付する場合における指定事業者（指定施設）の記入欄につい

て、どのような方法により当該欄を埋めるのかは、個々の市町村の判断で決め

ることとなる。

なお、どのような方法を採るにしても、記入漏れがないよう十分注意する必

要がある。
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（問２９）受給者への効果的な教示を行うため、受給者証の「この証を交付し

た市町村 「市町村」とあるのは 「○○区」又は「○○保健福祉セ」、 、

ンター」というように置き換え、また受給者証の余白に問い合わせ先

を記載することは認められるのか。

また 「参考様式」とされている支給申請書や支給決定通知書につ、

いても、参考としながら、独自の様式を作成することは可能なのか。

お見込みのとおり。

また、支給申請書や支給決定通知書については 「参考様式」としているこ、

、 、 。とから 当該様式を参考としながら 独自の様式を作成することは可能である

（問３０）支援費制度と類似するサービスを市単独事業として実施している場

合、支援費事業と市単独事業とを合わせて、受給者証で支給量管理を

行ってよいのか。

支援費制度上のサービスに係る支給量管理の適切な実施に支障を及ぼさない

限りにおいて、個々の市町村の判断により、支援費事業と支援費制度外の市単

独事業とを合わせて、身体障害者福祉法等の規定に基づいて交付する受給者証

で支給量管理を行うことも認められる。

（問３１）複数の居宅生活支援の支給決定を受けたものが、一つの居宅生活支

援の支給期間が終了するため、その支援についての支給申請を再び行

った場合、居宅受給者証を新規に交付することとなるのか、既存の居

宅受給者証の支給期間欄を訂正することとなるのか。

居宅受給者証を新規に交付するか、既存の居宅受給者証の支給期間を訂正す

るかは、個々の市町村の判断によるが、支給期間をそろえて設定すること

も考えられる。

なお、新規に交付する場合、既に支給決定を受けているサービスに係る事業

者記入欄の復元を行う必要がある。
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（問３２）知的障害者が２種類の施設訓練等支援を利用する場合、受給者証の

交付はどのように行うのか。

（例）知的障害者通勤寮と知的障害者授産施設（通所）

施設受給者証を各施設支援ごとに交付する （２部交付する ）。 。

（７）サービス提供に係る利用者確認について

（問３３）利用者の意思確認が困難な場合におけるサービス提供実績記録票の

確認方法として、どのようなものがあるのか。

家族等本人が信頼できる者が、確認行為を代行する等の方法がある。

（問３４）事業者から、サービス提供実績記録票の利用者確認印のない請求が

あった場合、どのように取り扱うのか。

履行確認ができない請求に対しては、支援費の支払いをすることはできな

い。

（問３５）居宅サービスの場合、サービス提供実績記録票の写しを求めている

ため、当該写しによりサービス利用の確認ができるが、施設サービス

の場合、当該写しを求めていないことから、サービス利用の確認をど

のように行うのか。

市町村は援護の実施者として、入退所に関する情報（施設名、入所日及び退

所日）について報告を受けることとなっていることから、サービス利用の確認

は可能である。
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（８）支援費の請求期日及び支払期日について

（問３６）支援費の請求期日について 「サービスを提供した月分の支援費の、

請求はサービス提供月の翌月１０日までに行う 」とされているが、。

サービス提供月の翌月末までに施設訓練等支援費を支払うためには、

事業者からの請求が早い段階でそろっていることが必要であり、請求

期日を「サービス提供月の翌月５日（当該日が土日祝日の場合は次の

平日）まで」と設定することは認められるのか。

支援費の請求期日については、省令において 「サービス提供月の翌月１０、

日までに行う 」と規定することとしており 「サービス提供月の翌月５日」と。 、

設定することは認められない。

（ ） （ ）問３７ 支払手続と遅延防止法 地方公共団体が行う行為に準用されている

との関係は、どうなるのか。

支援費制度における支払期日について、支払手続を行う市町村と事業者との間

に契約関係がないことから、遅延防止法の適用は受けない。

（９）やむを得ない事由による措置について

（問３８）親権者が障害受容を十分できない段階で、障害児に対して他に適切

な処遇方法がなく、現状のままでは当該児童の発育に著しく支障があ

ると市町村長が認めた場合 「やむを得ない事由による措置」として、

取り扱うことはできるのか。

市町村等における相談体制を強化する等により、親権者に配慮しながら、速

やかに支援費の支給申請の勧奨を行うことが重要であるが、緊急にサービスを

必要とするため、支援費の支給申請を行う時間がない場合等の例外的なケース

においては 「やむを得ない事由による措置」として取り扱うことも可能であ、

る。
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（問３９）介護者が入院等をした場合であって、決定支給量を全て使い切って

いるが、緊急に短期入所事業等を利用する必要がある場合は 「やむ、

を得ない事由による措置」として取り扱ってよいのか。それとも「職

権」により当該決定支給量を変更する方がよいのか。

また、支給決定の効力を支給決定前のサービス利用について遡らせ

ることはできないことから、緊急にサービスを利用した日から支給決

定の前日までについては 「やむを得ない事由による措置」として取、

り扱ってよいのか。

原則として、支給量変更申請に基づき手続きを行うこととなる。

、 、ただし 支給決定の際に勘案した状況が明らかに変化している場合において

市町村は、職権による支給量の変更を行うことも可能である。

（問４０）新居住地市町村に転入届を提出することが遅れた場合、新旧居住地

市町村間で連携をとっていても支給決定を行うのが遅れることがある

、 、 、が この場合 支給決定の効力を遡及させることができないことから

「やむを得ない事由による措置」として取り扱ってもよいのか。

転出転入時における手続きについて、利用者に対し、周知徹底を図るととも

に、新旧居住地市町村間で緊密に連携をとることが重要であることから、緊急

にサービスを必要とするため、支援費の支給申請を行う時間がない場合等の例

外的なケースを除き、原則として 「やむを得ない事由による措置」としては、

取り扱わない。
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（１０）施行前準備行為について

（問４１）市町村における支援費の支給申請受付開始及び支給決定開始は、平

成１４年度第３四半期に行うこととされているが、国における支援費

基準及び利用者負担関係告示等の公布後に当該告示に基づいて定める

市町村の規則等の制定後でないと、支給決定を開始できないと考える

ところ、国における支援費基準及び利用者負担関係告示の公布が、第

４四半期に予定されていることから、早くても平成１４年度第４四半

期にしか支給決定を開始できないと考えるがどうか。

また、支給申請受付を第３四半期に開始し、支給決定を第４四半期

に行う場合、行政手続法上の標準処理期間との関係はどのように考え

ればよいのか。

「 」 、 「 」 「 」支給決定 とは 居宅生活支援費の支給に係る 支給期間 及び 支給量

又は施設訓練等支援費の支給に係る「支給期間」及び「障害程度区分」を決定

することであることから、国における支援費基準及び利用者負担関係告示の公

布前でも、当該支給決定を開始することは可能である。

、「 」 、 、また 標準処理期間 は 申請の処理の目安として定められるものであり

当該期間の経過をもって、直ちに行政不服審査法及び行政事件訴訟法上の「不

作為の違法」を構成するということにはならないが、施行前準備期間において

は、申請者に対し、支給決定の時期の見通し及び進行状況を示すよう努める必

要がある。

（１１）システム標準化について

（ ） 、問４２ 受給者証番号の桁数が介護保険の被保険者番号と同じ１０桁であり

その採番方法が個々の市町村の任意とされていることから、個々の市

町村の判断で、介護保険の被保険者番号をそのまま受給者証番号とし

て使えると考えてよいのか。

受給者証番号の採番方法については、個々の市町村において任意に設定する

こととなることから、問のように、介護保険の被保険者番号をそのまま受給者

証番号として使用することも認められる。
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（１２）その他

（問４３）支援費制度がその理念に沿って運用されるかどうかについては、サ

ービス利用に係る契約の内容にその大きな部分を依存しているため、

当該契約を締結する際に使用する全国共通の標準契約書を提示する必

要があると考えるが、その予定はないのか。

厚生労働省として、全国共通の標準契約書を提示する予定はない。

なお、全国社会福祉協議会等において、支援費制度の下での契約の締結等が

適切に行えるよう契約書の様式等について検討しているので、それを参考にさ

れたい。

（問４４）地方自治体が事業者・施設を運営する場合であっても、支援費・利

用者負担金の収入及びその運営に係る支出について、支援費制度が保

険方式でなく税方式であることから、特別会計を設ける必要はないと

考えてよいのか。

地方自治体が事業者・施設を運営する場合、特別会計を設ける必要はない。
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２ 支給決定に関すること

（問４５）支給量又は障害程度区分の変更を行った際、従来の支給期間とは別

に、再度支給量等の変更時から１年等の新たな支給期間を定めること

になるのか。

支給量又は障害程度区分の変更は、支給決定の際に定められた支給期間内に

おいて、支給量等を変更する必要がある場合の手続であるため、支給期間を見

直すことにはならない。

（問４６）知的障害者地域生活援助の支給量とはどのような事項を指すのか。

支給期間と同じとして差し支えないか。

、 、支給期間は 支援費を支給する期間を始期と終期をもって表すものであるが

支給量は当該支給期間に含まれる日数を指す。

（問４７）通所事業、通所部、分場等の形で、通所により提供されている施設

訓練等支援費に係るサービスの障害程度区分の取扱い如何。

通所の障害程度区分を適用することが基本となる。ただし、施設類型として

通所施設のない身体障害者更生施設及び身体障害者療護施設については、原則

として当該入所施設のチェック項目のうち、通所によるサービスになじまない

いくつかの項目については除外してチェックを行うこととしている。

（問４８）居宅支援に係る障害の程度による単価の区分について、支給期間中

の区分の変更は行わないのか。

支給決定を受けた後、障害の状況に変化が見られる場合には、市町村の判断

により、適用すべき単価の区分を変更することは可能である。
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３ 事業者・施設指定基準に関すること

（１）居宅介護について

（問４９) 居宅介護事業者について、居宅介護のうち身体介護、家事援助、移

動の介護（ガイドヘルプ）のみを行う事業者として指定することは可

能か。

可能である。

居宅介護の内容については、運営規程においてその旨を記載し、利用者にわ

かるようにしておくとともに、申請書の様式中にその旨を記載すること。

（問５０) 居宅介護事業所に置くべきサービス提供責任者は、専ら居宅介護の

提供にあたるものから選任することとされているが、解釈通知案にお

いて特段サービス提供責任者の要件の記載がないことから、指定の際

には居宅介護従業者の要件を満たしていれば足りると考えてよいか。

サービス提供責任者の要件については、現行のホームヘルプサービス事業運

営要綱における主任ヘルパーの選考要件をもとに検討することとしているが、

当該業務について相当の知識と経験を有する者とする予定である。

（問５１) 居宅介護事業所のサービス提供責任者が、管理者を兼ねることが可

能と解釈通知案で示されているが、管理者が同一敷地内等の管理業務

に支障がない範囲内の他の事業所の管理者を兼ねる者であっても、サ

ービス提供責任者が当該管理者を兼ねることは可能か。

業務に支障がなければ可能であるが、詳細については６月１４日全国会議資

料２５２頁でお示しした解釈通知案第３章第１節（３）を参照されたい。

（問５２) 支援費制度の居宅介護事業所の事務室は、介護保険の訪問介護事業

所の事務室との共用でもよいか（間仕切りはない 。）

双方の事業の運営に支障がない範囲で共用して差し支えない。
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（２）デイサービスについて

（問５３) 指定デイサービス事業について、例えばひとつの事業所で月・水・

金曜日を身体障害者デイサービスの営業日として利用定員を１５名と

し、火・木曜日を知的障害者デイサービスの営業日として利用定員を

１５名とすることはできるか。

可能である。ただし、その際、それぞれの指定基準を満たすことが必要であ

る。

（問５４) 常勤の勤務時間の考え方について、例えば身体障害者デイサービス

事業所に置くべき常勤の指導員が勤務すべき時間数（最低３２時間）

に、同一の事業者が実施する知的障害者デイサービス事業に従事する

時間を含めて考えてよいか（例えば、身体障害者デイサービスについ

て、月、水、金曜日で合計１６時間、知的障害者デイサービスについ

て、火、木曜日で合計１６時間の総計３２時間 。）

お見込みのとおり。

（問５５) デイサービス事業所に設けるべき設備について、サービスの提供に

支障がなければ、ひとつの大部屋を内部で区切って複数の設備を設け

ることや、時間帯を区切って同じ部屋を例えば訓練室と食堂で兼ねる

ことは可能か。

可能である。

（問５６) 支援費制度移行後、訪問入浴サービスがどのような位置付けとなる

のか。

訪問入浴サービスについては、支援費制度のデイサービスの事業とは別の事

業として整理することとしている。
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（問５７) 身体障害者デイサービスのうち専ら創作的活動を行う事業者や児童

デイサービス事業者については、入浴、給食の実施は支援費対象外と

理解してよいか。

お見込みのとおり。

（３）短期入所について

（問５８) 短期入所について

① 指定短期入所における「その他短期間の入所による保護を適切に

行うことができる施設」とはどのようなものか。

② 知的障害者短期入所及び児童短期入所については、日中受け入れ

のみを行う指定短期入所を行えることとされているが、日中受入れ

を実施できる施設とはどのようなものか。

① 短期間の入所による保護を適切に行うことができる施設であるか否かに

ついては、各都道府県等において、個別に精査し、指定の可否を判断する

こととなる。具体的には、①居室を有する入所施設であって、夜間の体制

等必要な職員が確保されていること、②入浴、食事の提供、健康管理とい

った利用者に対する支援を適切に行うことができること、など指定基準に

沿った適正な運営をすることができると認められるものであること。

② 日中受け入れについては、現行の実施要綱どおり入所施設又は通所施設

において実施するものである。

（問５９) 指定短期入所について、通所施設が日中受け入れだけを行う場合で

あっても、協力医療機関は必要か。

通所施設が、日中受け入れのみを行う場合であっても、協力医療機関は必要

となる。なお、当該通所施設における協力医療機関と同じで差し支えない。

（問６０) 日中受け入れの場合の利用定員はどこで規定するのか。

、 、運営規程において 宿泊を伴わない場合の利用定員として明記するとともに
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指定申請の際にも日中受け入れの利用定員を記載すること。

（４）知的障害者地域生活援助について

（問６１) 指定地域生活援助事業所の管理者は 「必要な知識及び経験を有す、

る者でなければならない」とされているが、資格要件について研修受

講の有無など、要件を規定するのか。

研修受講の有無など、資格要件について規定することは考えていない。

（問６２) 指定地域生活援助事業所の世話人について

① 当該事業所に常駐していることが必要か。

② １事業者が、２カ所のグループホーム（事業所）を運営している

場合、１名の世話人が２カ所のグループホームを兼務することは可

能か。

① 夜間及び入居者の不在時を除き常に１人以上は職務に従事している必要

がある。

② 原則としてそれぞれ１以上の世話人を置く必要がある。

（問６３) グループホーム所在地は、バックアップ施設の所在地と同一管内と

は限らないが、グループホームの事業者指定は、グループホームの所

在地の都道府県等が行うのか、バックアップ施設の所在地の都道府県

等が行うのか。

指定地域生活援助事業所の指定は、当該事業所の所在地の都道府県等が当該

事業所ごと（１グループホームごと)に行うものである。
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（５）施設について

（問６４) 身体障害者療護施設等について、理学療法士又は作業療法士を配置

する必要があるが、早急に確保することが難しいため、代替職員の配

置を認めていただきたい。

従来から最低基準により理学療法士を配置することとしているが、指定基準

においては理学療法士又は作業療法士のいずれかを常勤換算方法で１以上配置

することとしている。

（問６５) 現行最低基準上、知的障害者通所更生施設及び知的障害者通所授産

施設の職員の配置基準では「保健婦又は看護婦」を置かないことがで

きるとあるが、指定基準では必置となるのか。それとも必置というわ

けではなく 「保健師又は看護師、生活支援員及び作業指導員」のい、

ずれかの職員が基準を満たしていればよいのか。

指定基準において、指定特定知的障害者通所授産施設に置くべき従業者とし

、「 、 」（ ）て 保健師又は看護師 生活支援員及び作業指導員 第４５条第１項第２号

と明記しており、保健師又は看護師のほか、生活支援員及び作業指導員の配置

が必要となるものである。

なお、現行最低基準についても、指定基準にあわせて今後改正する予定であ

る。

（問６６) 各施設に配置される医師については、非常勤でもよいか。

非常勤でも差し支えないが、入所者の療養上の指導及び健康管理に支障がな

いようにされたい。

（問６７) 施設が併設されている場合は、施設間で従業者の兼務が認められる

か。

施設が基準以上の従業者を配置している場合であって、双方の施設の入所者

の支援に支障がない場合は、施設間で職務を兼務して差し支えない。
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（問６８) 知的障害者通所授産施設の職員配置基準について、現行最低基準で

は栄養士は置かないことができるとあり、指定基準においては栄養士

は項目にはない。これは、いかなる場合でも栄養士は不要と考えて良

いか。

また 「保護施設等における調理業務の委託について （昭和６２、 」

年３月９日社施第３８号通知）との関係はどうなるか。

指定基準上、栄養士の配置は不要であるが、指定知的障害者更生施設等の設

備及び運営に関する基準（平成 年６月 日厚生労働省令第７９号）第５３14 13
条において準用する第２２条第３項において「栄養士を置かない指定知的障害

者更生施設にあっては、献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法について保

健所等の指導を受けなければならない 」こととしているので留意されたい。。

なお、指定特定知的障害者通所授産施設が食事を提供し、外部に調理を委託

する場合は、引き続き設問にある通知によられたい。

（問６９) 施設の職員配置については、前年度の入所者数の平均値を基準とす

ることとなっているが、指定を受けたものとみなされる施設の場合、

この基準を適用するのはいつからなのか。

指定を受けたものとみなされた施設については、平成１４年度中の入所者数

に対する従業者を置くこととなる （具体的な計算方法は６月１４日全国会議。

資料２９４頁でお示しした解釈通知案第２章（５）を参照されたい ）。

（問７０) 施設に置くべき従業者数については、常勤換算方法により算定する

、 、こととされたが 指定基準で常勤で置くこととされている人員以外は

非常勤職員を配置することにより必要な数を確保することとして差し

支えないか。

常勤換算方法については、施設における弾力的な運営を可能にすることを目

的として導入したものであるが、各施設は入所者を適切に支援することができ

る体制を確保する必要がある（指定身体障害者更生施設等の設備及び運営に関

する基準第２９条、指定知的障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準第

３１条）ことに留意して、従業者を配置する必要がある。
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（６）指定事務等について

（問７１) 施行前に措置委託を受けていた施設で、平成１５年４月１日付けで

定員を変更する施設についても、指定があったものとみなし、指定申

請は不要と考えてよいか。

施行前に措置委託を受けていた施設については、指定を受けたものとみなさ

れることから、指定申請は不要であるが、入所定員の変更届出をする必要があ

る。

（問７２) 在宅の重症心身障害児（者）に対する居宅生活支援の提供について

、 。は 児童福祉法による居宅生活支援事業者からうけることになるのか

、 。１８歳未満の重症心身障害児については 児童居宅支援を受けることとなる

１８歳以上については、身体障害者又は知的障害者居宅支援を受けることとな

るため、それらの者に対して支援費制度移行後もサービスを提供する予定の事

業者については、それぞれ身体障害者又は知的障害者居宅支援を提供する事業

者として指定を受ける必要がある。

（問７３) 運営規程において、営業日を定めることとされている。現行の実施

要綱等では 「日曜日及び国民の祝日を除き毎日行う」とされている、

事業があるが、支援費制度における営業日は、１週間のうちで個々の

事業者が任意に設定するものと理解してよいか。

お見込みのとおり。

（問７４) 「身体障害者デイサービス事業及び知的障害者デイサービス事業の

運営について （平成１２年１１月２２日障障第４９号厚生省大臣官」

房障害保健福祉部障害福祉課長通知）及び「６５歳未満の身体障害者

が介護保険法による通所介護及び短期入所生活介護を利用する場合の

取り扱いについて （平成１２年３月３１日障障第１６号・老計第１」

６号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）による相互利用の取り扱

いはどうなるのか。
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相互利用については、存続する方向で検討することとしている。

（問７５) 医療機関が、指定短期入所事業者として指定を受ける場合は、医療

法上必要とされる人員、設備を有することで足りるものと考えてよい

か。

お見込みのとおり。


